
不登校児童生徒等又は療養等による長期欠席生徒等を対象とする特別の

教育課程を編成して教育を実施する学校に関する指定要項
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１ 趣旨

文部科学大臣は、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校（以下「

小学校等 という において 学校生活への適応が困難であるため 相当の期間小学校等」 。） 、 、

を欠席し引き続き欠席すると認められる児童若しくは生徒、高等学校（中等教育学校の後

期課程を含む 以下同じ を退学し その後高等学校に入学していないと認められる者若。 。） 、

しくは学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５７条に規定する高等学校の入学資格を

、 （ 「 」 。）有するが 高等学校に入学していないと認められる者 以下 不登校児童生徒等 という

又は疾病による療養のため若しくは障害のため、相当の期間高等学校を欠席すると認めら

れる生徒、高等学校を退学し、その後高等学校に入学していないと認められる者若しくは

同条に規定する高等学校の入学資格を有するが、高等学校に入学していないと認められる

者 以下 療養等による長期欠席生徒等 という を対象として その実態に配慮した特（ 「 」 。） 、

別の教育課程を編成して教育を実施する必要があると認める場合、当該小学校等を、この

指定要項に定めるところにより、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第

５６条（同令第７９条、第７９条の６及び第１０８条第１項において読み替えて準用する

場合を含む 又は第８６条 同令第１０８条第２項において読み替えて準用する場合を含。） （

む ）の規定により特別の教育課程を編成して教育を実施する小学校等として指定する。。

２ 小学校等の指定

（１）不登校児童生徒等又は療養等による長期欠席生徒等を対象とする特別の教育課程を編

成して教育を実施することを希望する小学校等の管理機関（公立学校にあっては当該小

学校等を所管する教育委員会、国私立学校にあっては当該小学校等を設置する者又は設

置しようとする者をいう 以下同じ は 文部科学大臣に指定申請書 別記様式１ を。 。） 、 （ ）

提出するものとする。申請書には当該小学校等の同意書（別記様式２）を添付するもの

とする（ただし、指定申請書の提出の際に当該小学校等が設置されていない場合は添付

を要しないものとする 。。）

（２）文部科学大臣は、申請書に記載された実施計画を審査し、学校教育法等の観点から特

段の支障がないと認めるときは、当該小学校等を、特別の教育課程を編成して教育を実

施する小学校等として指定する。

３ 実施

指定を受けた小学校等においては、学校教育法施行規則第５６条（同令第７９条、第７

９条の６及び第１０８条第１項において読み替えて準用する場合を含む ）又は第８６条。



同令第１０８条第２項において読み替えて準用する場合を含む の規定に基づき 教育（ 。） 、

課程の基準によらない教育課程を編成し及び実施して不登校児童生徒等又は療養等による

長期欠席生徒等の実態に配慮した教育を行う。

４ 報告の依頼等

文部科学省は、指定を受けた小学校等における教育の実施状況につき、必要に応じて、

報告を求め又は実地に調査することができる。

５ 実施計画の変更・廃止

指定を受けた小学校等において当該指定に係る申請書に記載された実施計画を変更又は

廃止しようとする場合には、当該小学校等の管理機関は、あらかじめ、実施計画変更申請

書 別記様式３ 又は特例校指定廃止申請書 別記様式４ に 当該小学校等の同意書 別（ ） （ ） 、 （

記様式５）を添付して、文部科学省に提出し、承認を受けなければならないものとする。

６ 文部科学大臣の是正措置等

文部科学大臣は、指定を受けた小学校等において実施される教育の内容が指定の趣旨に

、 、 。反すると認めるときは 指導等必要な是正措置を講じ 又は指定を取り消すことができる

７ 経過措置

文部科学大臣は、この決定の日において、この決定の際現に構造改革特別区域法（平成

１４年法律第１８９号）第４条第８項の規定による内閣総理大臣の認定（同法第６条の規

定による認定を含む ）を受けて特別の教育課程を編成して教育を実施している小学校等。

を、特別の教育課程を編成して教育を実施する小学校等として指定する。この場合におい

て、当該小学校等の管理機関は、２（１）の規定にかかわらず、指定申請書の提出を要し

ないものとする。

附 則（平成２１年３月３１日一部改正）

文部科学大臣は、この改正の日において、この改正の際現に構造改革特別区域法（平成

１４年法律第１８９号）第４条第８項の規定による内閣総理大臣の認定（同法第６条の規

。） （ ）定による認定を含む を受けて高等学校学習指導要領 平成１１年文部省告示第５８号

第１章第８款に規定する通信制の課程の教育課程の特例に準じた教育課程を編成して教育

を実施している高等学校を、特別の教育課程を編成して教育を実施する高等学校として指

定したものとみなす。この場合において、当該高等学校の管理機関は、２（１）の規定に

かかわらず、指定申請書の提出を要しないものとする。

附 則（平成２７年４月２４日一部改正）

この要項は、平成２７年４月１日から適用する。

附 則（平成２８年５月２５日一部改正）

この要項は、平成２８年４月１日から適用する。



附 則（令和元年７月１７日一部改正）

この要項は、令和元年７月１日から適用する。

附 則（令和３年３月２５日一部改正）

この要項は、令和３年１月１日から適用する。
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附 則（平成２７年４月２４日一部改正）

この要項は、平成２７年４月１日から適用する。

附 則（平成２８年５月２５日一部改正）

この要項は、平成２８年４月１日から適用する。



附 則（令和元年７月１７日一部改正）

この要項は、令和元年７月１日から適用する。

附 則（令和３年３月２５日一部改正）

この要項は、令和３年１月１日から適用する。


